
質問と回答は以下のとおりです。 2025年12月1日

質問番号 ページ 項目 質問内容 回答

1 3
３. 競争参加資格
（２）利益相反の排除

「本件受注者の将来のビジネストライアル（以下７頁他）への
参加は認められません。」とありますが、バックアップ体制
の「外部有識者」については、受注者ではありませんので参
加は可能と考えてよろしいでしょうか。

当該趣旨は、受注者がビジネストライアルの選定基準策定
や選定の運営に関わり、中立性・独立性に影響を与える可
能性があるため、規定したものになります。従って、「外部
有識者」であっても、ビジネストライアルの選定基準策定や
実施企業の選定など、ビジネストライアルの企画、設計、選
定に実質的に関わる場合は、参加できません。ビジネストラ
イアルの選考までのプロセスに全く関わらない想定で「外
部有識者」を起用するのであれば、ビジネストライアルへの
参加は認められます。

2 8
表 No.2
（11ページ　図1、19～20ページ　②成果２に関わる活動
にも該当）

「NCDCの運営主体」「配信側」、「提供側」、「各機関」、
「NCDC運用者」とは、現行のNCDCを直接運用する
RTSDだけではなく、プロジェクト実施体制のC/Pのうち、
CORSを有するRTSD、GISTDA、HII、DOL、DPT、
NIMTの6機関であると考えてよろしいでしょうか。

ご認識のとおりです。

3 11 表1中の成果3
C/Pの主要な責任機関として土地局が記載されています。
土地局が成果3の責任機関となった理由をご教示くださ
い。

土地局は、関係機関の中で最も多くの電子基準点
（CORS）をタイ全体に保有しており、CORSの整備・メンテ
ナンス経験も豊富なCORSデータ提供の主要機関です。そ
の経験の共有や知識移転を効果的に行う機関として、タイ
を代表する機関の１つになる可能性が最も高いことから、
成果３の責任機関となっています。

4 19

活動1-6: サービス提供者、顧客、投資家を対象とする
NCDCデータ活用についての認知度向上を目指す広報活
動
の2つの表に示されたイベント

2つのイベントを開催するための予算が示されておりませ
んが、定額計上されている「活動3-1に係る地域セミナーの
実施経費」もしくは「ビジネストライアルに係る経費」から支
出するのでしょうか。

活動1-6は定額計上ではなく、見積を行っていただく項目
です。そのため、「活動3-1に係る地域セミナーの実施経費」
もしくは「ビジネストライアルに係る経費」から支出するも
のではありません。

5 20 ③成果３に関わる活動

G空間情報に関する地域セミナーは、成果１～２の事業経験
を共有する趣旨ですので、NCDCのビジネストライアル、
NCDCの配信データの品質改善などに関連するG空間情
報に限定して考えてよろしいでしょうか。

最終的な内容は、C/Pと協議して決定しますが、「NCDCの
ビジネストライアル、NCDCの配信データの品質改善など
に関連するG空間情報」に関する内容がセミナーのメインの
内容になります。その他、他地域への知見共有という観点
で、成果1～2の事業経験から得られた示唆や課題なども
セミナー内容に含まれることを想定しています。

6 20 ③成果３に関わる活動

「G空間情報に関する東南アジアを中心とした地域セミ
ナー」について、セミナー及びタイでの研修への参加対象国
は東南アジア諸国に限定することを想定されていますか？
もしくは、東南アジア以外の近隣国も含む想定でしょうか？
上位目標に「東南アジア諸国」との記載があるため、確認さ
せてください。

原則、上位目標のとおり「東南アジア諸国」に限定すること
を想定していますが、当該地域セミナーへの参加が効果的
なその他の国がありましたら、事業実施中にご提案いただ
ければと思います。

7 21 （２）本邦研修・招へいの表中の「対象者」について
研修内容の「GNSS機器検定」はタイ国家計量標準機関
（NIMT）が責任機関となっています。NIMTも「対象者」に
含まれると考えてよろしいでしょうか。

本文中に記載はございませんが、NIMTも対象者と想定し
て構いません。最終的には、タイ政府側と協議の上決定しま
す。

8 25 　（５）の「２．技術協力作成資料」
「配信データの品質維持管理及び適切なユーザー対応のた
めのNCDCマニュアル（タイ語）」は、発注者への確認のため
英語又は日本語への翻訳をしてもよろしいでしょうか。

プロジェクト経費の中で翻訳いただいて問題ございませ
ん。

9 42 （4）定額計上について

活動3-1に係る地域セミナーの実施経費として
4,000,000円が定額計上されていますが、想定される費
用の内訳には、会場費の他にセミナー参加者の航空賃、日
当・宿泊料なども含まれていると考えてよろしいでしょう
か。

定額計上の400万円(200万円×2回分)はセミナー実施
経費として、会場代並びに運営費を想定し積算しており、既
存イベントに合わせて開催を想定しているため、参加者の
航空賃、日当・宿泊料は想定していません。ただし、提案と
して参加者の航空賃、日当・宿泊料を含める場合は、上限額
の範囲内で見積ください。

以上
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